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１ 令和４年度事業計画

（令和４年４月１日～令和５年３月31日）

令和４年度の農業関連事業（農地中間管理事業、農地売買等事業、公社営畜産基盤

整備事業、青年農業者等育成センター事業、農業経営者総合サポート事業）を次のと

おり実施するものである。

⑴ 農業関連事業
ア 農地中間管理事業
担い手への農地の集積・集約化を加速し、農地利用の効率化・高度化を図るため、農地の貸借を
実施するものである。

イ 農地売買等事業
農業経営の規模の拡大、農地の集団化その他農地保有の合理化を促進するため、農業委員会のあっ
せん等に基づき、農地の売買等を実施するものである。

ウ 公社営畜産基盤整備事業
効率的かつ安定的な畜産経営の確立と畜産の主産地形成を図るため、畜産の生産基盤の整備と畜
産施設周辺の環境整備を一体的に進めるものである。

～ 3 ～

農用地等の借受け 農用地等の貸付け 農用地等の管理
面積 金額 面積 金額 面積 金額

ha
4,600

千円
317,400

ha
4,600

千円
317,400

ha
80

千円
7,000

農地の買入れ 農地の売渡し 農地の貸付け
面積 金額 面積 金額 面積 金額

ha
140.0

千円
334,936

ha
149.8

千円
352,082

ha
10.6

千円
1,183

地区名 事業種目 事業量 事業費
千円つがる北部

（つがる市） 草地整備 11.6ha 16,353

和平
（田子町）

草地整備
防災施設整備
隔障物整備
測量設計

8.9ha
１箇所
2,000ｍ
１式

32,106

地区名 事業種目 事業量 事業費
千円つがる北部

（つがる市） 草地整備 11.6ha 16,353

和平
（田子町）

草地整備
防災施設整備
隔障物整備
測量設計

8.9ha
１箇所
2,000ｍ
１式

32,106

むつ・東通
（むつ市、東通村）

草地造成
草地整備
施設用地造成
雑用水施設
防災施設
隔障物整備
家畜保護施設 牛舎
農機具等導入
測量設計

20.5ha
13.5ha
300㎡
１箇所
１箇所
4,060ｍ
１棟
３台
１式

146,643

計 195,102



エ 青年農業者等育成センター事業
青年の新規就農を促進し、将来の担い手確保につながるよう、就農希望者の相談活動や新規就農
者育成総合対策事業を実施するものである。

❞ 就農相談事業
相談窓口での対応や相談会の開催により、就農希望者の相談活動を実施するものである。

❟ 新規就農者育成総合対策事業
就農前研修の実施及び研修期間（２年以内）に年間最大150万円を交付するものである。

オ 農業経営者総合サポート事業
農業経営の法人化や規模拡大など経営上の課題を持つ農家等（重点指導農業者）に対し、経営診
断や支援チームによるサポート、専門家の派遣など、関係市町村、県民局との連携による伴走支援
を行うものである。
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むつ・東通
（むつ市、東通村）

草地造成
草地整備
施設用地造成
雑用水施設
防災施設
隔障物整備
家畜保護施設 牛舎
農機具等導入
測量設計

20.5ha
13.5ha
300㎡
１箇所
１箇所
4,060ｍ
１棟
３台
１式

146,643

計 195,102

区分 件数

相談件数 180

区分 人数 金額

新規就農者育成総合対策事業
人

47
千円

68,875

区分 経営体数

重点指導農業者 55



２ 令和３年度事業実績

（令和３年４月１日～令和４年３月31日）

令和３年度の農業関連事業（農地中間管理事業、農地売買等事業、公社営畜産基盤

整備事業、青年農業者等育成センター事業、農業経営者総合サポート事業）の実績

は、次のとおりである。

⑴ 農業関連事業
ア 農地中間管理事業
担い手への農地の集積・集約化を加速し、農地利用の効率化・高度化を図るため、農地の貸借を
実施したものである。

イ 農地売買等事業
農業経営の規模の拡大、農地の集団化その他農地保有の合理化を促進するため、農業委員会のあっ
せん等に基づき、農地の売買等を実施したものである。

ウ 公社営畜産基盤整備事業
効率的かつ安定的な畜産経営の確立と畜産の主産地形成を図るため、畜産の生産基盤の整備と畜
産施設周辺の環境整備を一体的に進めたものである。
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農用地等の借受け 農用地等の貸付け 農用地等の管理

面積 金額 面積 金額 面積 金額

ha
1,432

千円
98,968

ha
1,756

千円
117,829

ha
65

千円
5,672

農地の買入れ 農地の売渡し 農地の貸付け

面積 金額 面積 金額 面積 金額
ha

111.9
千円

256,031
ha

115.2
千円

244,133
ha

18.4
千円

1,801

地区名 事業種目 事業量 事業費
千円

つがる北部
（つがる市）

草地整備
家畜排せつ物処理施設 堆肥舎
農機具導入

21.01ha
１棟
３台

107,547

地区名 事業種目 事業量 事業費
千円

つがる北部
（つがる市）

草地整備
家畜排せつ物処理施設 堆肥舎
農機具導入

21.01ha
１棟
３台

107,547

和平
（田子町）

草地整備
雑用水施設整備
防災施設整備
隔障物整備
測量設計

4.34ha
１箇所
１箇所
962ｍ
１件

20,012

むつ・東通
（むつ市、東通村）

測量設計 ４件 40,473

計 168,032



エ 青年農業者等育成センター事業
青年の新規就農を促進し、将来の担い手確保につながるよう、就農希望者の相談活動や新規就農
促進事業を実施したものである。

❞ 就農・就業相談窓口整備事業
相談窓口での対応や相談会の開催により、就農希望者の相談活動を実施したものである。

❟ 新規就農促進事業
就農前研修の実施及び研修期間（２年以内）に年間最大150万円（就職氷河期世代は最大300万
円）を交付したものである。

オ 農業経営者総合サポート事業
経営意欲のある農業者等が創意工夫を生かした農業経営を展開できるよう、円滑な経営継承等を
促進するため、サポート体制を整備したものである。

❞ 農業経営者サポート事業
青森県農業経営相談所を開設し、農業経営の法人化や規模拡大など経営上の課題を持つ農家等
に対し、経営診断や専門家派遣など伴走型支援を行ったものである。

❟ 農業経営法人化支援事業
農業経営を法人化する取組に対して、１取組当たり定額25万円を交付するものであるが、法人
化予定組織の役員の合意形成に時間を要するなどして法人化に至らなかったことから実績はなかっ
た。
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和平
（田子町）

草地整備
雑用水施設整備
防災施設整備
隔障物整備
測量設計

4.34ha
１箇所
１箇所
962ｍ
１件

20,012

むつ・東通
（むつ市、東通村）

測量設計 ４件 40,473

計 168,032

区分 件数

相談件数 139

区分 人数 金額

農業次世代人材投資事業（準備型） 人37 千円43,500

就職氷河期世代の新規就農促進事業 5 8,875

区分 経営体数

重点指導農業者 76



３ 令和３年度決算報告書

⑴ 貸借対照表
（令和４年３月31日現在）

（単位 円）

～ 7 ～

科目 当年度 前年度 増減

Ⅰ 資産の部
１ 流動資産

現金預金
未収金
貸倒引当金
新規就農未収補助金
用地
貯蔵品
貸付金

２ 固定資産
特定資産
建物附属設備
車両運搬具
工具器具備品
電話加入権
ソフトウェア
出資金

資産合計
Ⅱ 負債の部
１ 流動負債

未払金
短期借入金
１年内返済予定長期借入金
前受金
預り金

２ 固定負債
長期借入金
退職給付引当金
長期預り金
長期未払金

負債合計
Ⅲ 正味財産の部
１ 基金
（うち基本財産への充当額）
（うち特定資産への充当額）

２ 指定正味財産
３ 一般正味財産

代替基金
その他一般正味財産

（うち基本財産への充当額）
（うち特定資産への充当額）
正味財産合計
負債及び正味財産合計

300,193,053
115,833,541
127,758,932
△68,696,000

166,000
121,276,200

21,380
3,833,000
114,772,818
94,149,815
2,649,600
9,873,378
92,945
393,780
7,263,300
350,000

414,965,871

77,293,218
57,650,086
9,519,000
9,533,024

0
591,108

206,300,543
106,831,760
36,646,805
45,685,300
17,136,678
283,593,761

1,810,000
(0)

(1,810,000)
0

129,562,110
30,000

129,532,110
(0)

(2,896,297)
131,372,110
414,965,871

455,897,983
171,502,247
234,060,761
△73,157,000

526,000
115,370,200

18,775
7,577,000
130,803,385
104,431,985
2,880,000
11,079,329
110,191
393,780

11,558,100
350,000

586,701,368

238,768,132
222,001,229
4,984,000
7,185,000
3,893,915
703,988

215,793,764
109,649,460
34,572,675
48,934,200
22,637,429
454,561,896

1,840,000
(0)

(1,840,000)
0

130,299,472
0

130,299,472
(0)

(2,896,297)
132,139,472
586,701,368

△155,704,930
△55,668,706
△106,301,829
4,461,000
△360,000
5,906,000
2,605

△3,744,000
△16,030,567
△10,282,170
△230,400
△1,205,951
△17,246

0
△4,294,800

0
△171,735,497

△161,474,914
△164,351,143
4,535,000
2,348,024
△3,893,915
△112,880
△9,493,221
△2,817,700
2,074,130
△3,248,900
△5,500,751
△170,968,135

△30,000
(0)

(△30,000)
0

△737,362
30,000

△767,362
(0)
(0)

△767,362
△171,735,497



⑵ 正味財産増減計算書
（令和３年４月１日～令和４年３月31日）

（単位 円）

～ 8 ～

科目 当年度 前年度 増減

Ⅰ 一般正味財産増減の部

１ 経常増減の部

⑴ 経常収益

⑵ 経常費用

当期経常増減額

２ 経常外増減の部

⑴ 経常外収益

⑵ 経常外費用

当期経常外増減額

当期一般正味財産増減額

一般正味財産期首残高

一般正味財産期末残高

Ⅱ 指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額

指定正味財産期首残高

指定正味財産期末残高

Ⅲ 基金増減の部

当期基金増減額

基金期首残高

基金期末残高

Ⅳ 正味財産期末残高

1,461,409,655

1,466,608,017

△5,198,362

4,461,000

0

4,461,000

△737,362

130,299,472

129,562,110

0

0

0

△30,000

1,840,000

1,810,000

131,372,110

1,713,541,542

1,722,286,841

△8,745,299

5,043,000

1

5,042,999

△3,702,300

134,001,772

130,299,472

0

0

0

0

1,840,000

1,840,000

132,139,472

△252,131,887

△255,678,824

3,546,937

△582,000

△1

△581,999

2,964,938

△3,702,300

△737,362

0

0

0

△30,000

0

△30,000

△767,362



⑶ 財務諸表に対する注記

１ 重要な会計方針

公益法人会計基準（平成20年４月11日 平成21年10月16日改正 内閣府公益認定等委員会）を採用

している。

⑴ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

個別法による原価法で行っている。

ただし、期末における正味売却価額が取得価額よりも下落している場合には正味売却価額をもっ

て貸借対照表価額としている。

⑵ 固定資産の減価償却の方法

固定資産の減価償却方法は、定額法で行っている。

⑶ 引当金の計上基準

退職給付引当金

職員退職手当支給規程に基づいたプロパー職員の自己都合退職による期末要支給額を計上し

ている。

貸倒引当金

保有する債権を債務者の状況により区分し、債務者区分毎に、一定の貸倒率を乗じて算定し

て得た額のほか、個別に回収可能性を検討した結果を計上している。

⑷ リース取引の処理方法

ファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

なお、リース契約時のリース料総額が３百万円以下の取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっている。

⑸ 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理については、税込方式によっている。

～ 9 ～



２ 特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位 円）

３ 特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位 円）

４ 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位 円）

～ 10 ～

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産
基金造成資産
退職給付引当資産
貸倒引当資産
減価償却積立資産
担い手支援事業積立資産
農地売買等事業積立資産

1,840,000
34,572,675
16,188,813
2,896,297
3,622,500
45,311,700

0
2,074,130

0
0
0
0

30,000
0
0
0
0

12,326,300

1,810,000
36,646,805
16,188,813
2,896,297
3,622,500
32,985,400

合計 104,431,985 2,074,130 12,356,300 94,149,815

科目 当期末残高 (うち指定正味財
産からの充当額)

(うち一般正味財
産からの充当額)

(うち基金か
らの充当額)

(うち負債に
対応する額)

特定資産
基金造成資産
退職給付引当資産
貸倒引当資産
減価償却積立資産
担い手支援事業積立資産
農地売買等事業積立資産

1,810,000
36,646,805
16,188,813
2,896,297
3,622,500
32,985,400

0
－
0
0
0
0

0
－
0

2,896,297
0
0

1,810,000
－
0
0
0
0

0
36,646,805
16,188,813

0
3,622,500
32,985,400

合計 94,149,815 0 2,896,297 1,810,000 89,443,518

科目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

その他固定資産
建物附属設備
車両運搬具(リース資産)
工具器具備品
ソフトウェア(リース資産)

3,456,000
17,982,240
1,170,750
19,680,780

806,400
8,108,862
1,077,805
12,417,480

2,649,600
9,873,378
92,945

7,263,300

合計 42,289,770 22,410,547 19,879,223



５ 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は次のとおりである。

（単位 円）

なお、新規就農関係資金償還免除補助金の未収残高の状況は次のとおりである。

（単位 円）

～ 11 ～

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 貸借対照表上
の記載区分

補助金
農地中間管理事業
費補助金
農地中間管理事業
事務費補助金
農地売買等事業事
務費補助金
農地中間管理機構
促進補助金
次代につなぐ青森
りんご産地強化事
業費補助金
草地畜産基盤整備
事業補助金

新規就農促進対策
推進事業補助金
農業次世代人材投
資事業費補助金
農業人材力強化総
合支援事業費補助
金
就職氷河期世代の
新規就農促進事業
補助金
農業経営法人化農
業経営者サポート
事業補助金
管理費補助金

青森県
(構造政策課)
青森県

(構造政策課)
青森県

(構造政策課)
青森県

(構造政策課)
青森県

(構造政策課)

青森県
(西北地域県民局)
(三八地域県民局)
(下北地域県民局)
青森県

(構造政策課)
青森県

(構造政策課)
青森県

(構造政策課)

青森県
(構造政策課)

青森県
(構造政策課)

青森県
(構造政策課)

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

5,513,604

136,899,055

6,257,000

6,800,000

5,720,822

106,887,000

3,624,000

43,500,000

5,700,000

8,875,000

4,554,792

23,879,208

5,513,604

136,899,055

6,257,000

6,800,000

5,720,822

106,887,000

3,624,000

43,500,000

5,700,000

8,875,000

4,554,792

23,879,208

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

合計 0 358,210,481 358,210,481 0

補助金の名称 交付者
前期末
未収残高
🄐

当期
新規償還免除分

🄑

当期
入金分
🄒

当期末
未収残高
🄐＋🄑－🄒

就農準備資金償還
免除補助金

青森県
(構造政策課)

526,000 0 360,000 166,000



６ 基金及び代替基金の増減額及びその残高は次のとおりである。

（単位 円）

７ その他

令和３年３月31日をもって林業関連事業を廃止した。

～ 12 ～

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基金

基金計

1,840,000

1,840,000

0

0

30,000

30,000

1,810,000

1,810,000

代替基金

代替基金計

0

0

30,000

30,000

0

0

30,000

30,000

合計 1,840,000 30,000 30,000 1,840,000



⑷ 附属明細書

１ 特定資産の明細

特定資産の明細は、財務諸表に対する注記に記載している。

２ 引当金の明細

（単位 円）

※ 貸倒引当金の当期減少額のその他の理由は、農地売買等事業会計及び青年農業者等育成センター
事業会計の差額補充法による戻入額である。

～ 13 ～

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他

退職給付引当金

貸倒引当金

34,572,675

73,157,000

2,074,130

0

0

0

0

4,461,000

36,646,805

68,696,000

合計 107,729,675 2,074,130 0 4,461,000 105,342,805



⑸ 財産目録
（令和４年３月31日現在）

（単位 円）

～ 14 ～

科目 金額
Ⅰ 資産の部
１ 流動資産
⑴ 現金預金
⑵ 未収金
⑶ 貸倒引当金
⑷ 新規就農未収補助金
⑸ 用地
⑹ 貯蔵品
⑺ 貸付金
流動資産合計

２ 固定資産
⑴ 特定資産
⑵ 建物附属設備
⑶ 車両運搬具
⑷ 工具器具備品
⑸ 電話加入権
⑹ ソフトウェア
⑺ 出資金
固定資産合計
資産合計

Ⅱ 負債の部
１ 流動負債
⑴ 未払金
⑵ 短期借入金
⑶ １年内返済予定長期借入金
⑷ 前受金
⑸ 預り金
流動負債合計

２ 固定負債
⑴ 長期借入金
⑵ 退職給付引当金
⑶ 長期預り金
⑷ 長期未払金

115,833,541
127,758,932
△68,696,000

166,000
121,276,200

21,380
3,833,000

94,149,815
2,649,600
9,873,378
92,945
393,780
7,263,300
350,000

57,650,086
9,519,000
9,533,024

0
591,108

106,831,760
36,646,805
45,685,300
17,136,678

300,193,053

114,772,818
414,965,871

77,293,218

固定負債合計 206,300,543
負債合計 283,593,761
正味財産合計 131,372,110




